
　
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年11月13日

【四半期会計期間】 第135期第２四半期

(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

【会社名】 神奈川中央交通株式会社

【英訳名】 Kanagawa Chuo Kotsu Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　　髙 橋　　 幹

【本店の所在の場所】 神奈川県平塚市八重咲町６番18号

【電話番号】 0463(22)8800

【事務連絡者氏名】 総務部長　　　渡 邊　大 和

【最寄りの連絡場所】 神奈川県平塚市八重咲町６番18号

【電話番号】 0463(22)8800

【事務連絡者氏名】 総務部長　　　渡 邊　大 和

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

 1/25



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第135期

第２四半期連結累計期間
第135期

第２四半期連結会計期間
第134期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 60,094 30,019 124,588

経常利益 (百万円) 2,063 382 3,833

四半期（当期）純利益 (百万円) 1,019 94 1,421

純資産額 (百万円) ─ 26,368 25,900

総資産額 (百万円) ─ 148,769 147,735

１株当たり純資産額 (円) ─ 383.66 376.73

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 16.28 1.51 22.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ 16.1 16.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,007 ─ 7,248

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,545 ─ △7,611

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,919 ─ △92

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(百万円) ─ 3,641 4,099

従業員数 (人) ─ 8,161 8,351

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

                                                     平成20年９月30日現在

従業員数(人) 8,161〔1,807〕

(注) 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数（パートタイ

マー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除く。）は、〔　〕内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数

で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

                                                     平成20年９月30日現在

従業員数(人) 2,754

(注) １　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２　臨時従業員数については、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、その主な事業である一般旅客自動車運送事業をはじめ、受注生産の形態をとらないもの

が多く、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしており

ません。

なお、販売の状況につきましては、「３　財政状態及び経営成績の分析」における各事業の種類別セグメ

ント業績に関連付けて示しております。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油および原材料価格の高騰や米国サブプライム

ローン問題に端を発した金融市場の混乱が企業収益や個人消費に悪影響を及ぼし、景気の後退が懸念さ

れる状況で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループ各社は各部門においてより一層の増収策に努めるとともに、経費

の節減ならびに経営全般の効率化に積極的に取り組んでまいりました結果、当第２四半期連結会計期間

の売上高は300億１千９百万円、営業利益は６億３百万円、経常利益は３億８千２百万円、四半期純利益は

９千４百万円となりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

（一般旅客自動車運送事業）

　乗合業においては、旅客のニーズに合わせたきめ細かいダイヤ改正を行うことにより、利用の促進を図

りました。

　また、相模鉄道株式会社に代わり、これまで同社で運行していた県営細谷戸団地の輸送を８月より当社

が行い、効率的な運行を図り収益の拡大に努めました。

　さらに、小田急電鉄株式会社と連携して実施しているバスと電車の一体的かつリアルタイムな運行情報

提供サービス「バス・鉄道運行情報システム」を９月より相模原・町田・多摩地区に拡大し、利便性の

向上を図りました。

　以上のように、新規顧客の獲得など営業努力を重ねたほか、利用客数も堅調に推移いたしました。

乗用業においては、需要の低迷や乗務員不足などにより稼働が低調に推移いたしました。また、貸切業

においては積極的な営業活動を展開したことにより、稼働が順調に推移いたしました。

　以上の結果、一般旅客自動車運送事業全体の売上高は152億３千６百万円となりましたが、燃料費および

減価償却費の負担増や乗合業における季節変動要因の影響により、営業損失は４億２百万円となりまし

た。

 

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

 4/25



（不動産事業）

　分譲業においては、平塚市花水台にて建売分譲を行うとともに、平塚市めぐみが丘の新規分譲に向けた

営業活動を積極的に推進いたしました。

　賃貸業においては、４月から賃貸を開始した厚木市下荻野貸店舗、及び６月より賃貸を開始した町田市

森野貸店舗が寄与いたしました。

　以上の結果、不動産事業全体の売上高は10億９千５百万円、営業利益は４億４千２百万円となりました。

 

（自動車販売事業）

　自動車販売事業においては、６月に新規開業したメルセデス認定中古車を扱う「メルセデス・ベンツ厚

木サーティファイドカーセンター」が寄与いたしましたが、景気低迷による新車の買い控え傾向により、

商用車、輸入車ともに新車販売台数が伸び悩みました。

　以上の結果、自動車販売事業全体の売上高は66億３千４百万円、営業利益は９千２百万円となりました。

　（レジャー・スポーツ事業）

　遊技場業においては、スクランブル田谷店において多様な施策を実施したことにより売上高が堅調に推

移いたしました。

　このほか、ゴルフ場業、スポーツ施設業、温浴業においても積極的な営業活動に努めたものの、個人消費

の低迷により各施設において利用客数が伸び悩みました。

　以上の結果、レジャー・スポーツ事業全体の売上高は27億１百万円、営業利益は９千１百万円となりま

した。

　（流通事業）

　流通事業においては、原油価格高騰による軽油等燃料販売単価の増加により、石油製品の売上高が堅調

に推移いたしました。また、平成19年９月に不採算部門であったストア業の営業を終了したことにより、

収支の改善が図られました。

　以上の結果、流通事業全体の売上高は34億２千２百万円、営業利益は８千５百万円となりました。

　（その他の事業）

　飲食・娯楽業においては、夏季限定メニューや各種キャンペーンを実施するなど、顧客満足度の向上と

新規顧客の獲得に努めました。

　ホテル業においては、季節の食材を生かしたメニューや恒例となったサマービアホールなど各種イベン

トを実施し、集客力の強化を図りました。

　また、このほかの各事業においても積極的な営業活動を推進し、総合ビルメンテナンス業の受注増やリ

サイクル業の取扱量増加などによって売上高が堅調に推移いたしました。

　以上の結果、その他の事業全体の売上高は48億８千５百万円、営業利益は３億３千９百万円となりまし

た。
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(2) 財政状態の分析

総資産は、自動車販売事業において受取手形及び売掛金が減少しましたが、リース会計基準を早期適用

し、リース資産32億９千８百万円を計上したことなどにより、前期末に比べ10億３千３百万円増加（前期

末比0.7％増）し、1,487億６千９百万円となりました。

負債は、借入金の返済や社債の償還が進みましたが、リース債務38億１千２百万円を計上したことなど

により、前期末に比べ５億６千５百万円増加（前期末比0.5％増）し、1,224億円となりました。また、純資

産は、利益剰余金の増加などにより、前期末に比べ４億６千８百万円増加（前期末比1.8％増）し、263億

６千８百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利

益３億１千７百万円に減価償却費21億５千万円などを加減した結果、資金収入は17億７千６百万円とな

りました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出が17億２千万円ありましたが、貸付

金の回収による収入などにより、資金支出は12億７千１百万円となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や社債の償還などにより、資金支出は10億３千万

円となりました。

　これらの結果、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、36億４千１百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動の状況

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。また、当第２四半期連結会計期間において新たに確定した重

要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 252,000,000

計 252,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,000,00063,000,000
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容になんら限定のない当社
における標準となる株式

計 63,000,00063,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

─ 63,000,000 ─ 3,160 ─ 337
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２－28－12 27,862 44.23

株式会社横浜銀行（常任代理人　
資産管理サービス信託銀行株式
会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１（東
京都中央区晴海１－８－12　晴海アイランドトリト
ンスクエアオフィスタワーＺ棟）

3,100 4.92

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井アセット
信託銀行再信託分・CMTBエクイ
ティインベストメンツ株式会社
信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 1,153 1.83

第一生命保険相互会社(常任代理
人　資産管理サービス信託銀行株
式会社)

東京都千代田区有楽町１－13－１（東京都中央区
晴海１－８－12　晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟）

1,000 1.59

横浜ゴム株式会社 東京都港区新橋５－36－11 1,000 1.59

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(中央三井信託銀行
退職給付信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 1,000 1.59

長　尾　忠　一 神奈川県中郡大磯町 966 1.53

株式会社みずほコーポレート銀
行(常任代理人　資産管理サービ
ス信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１－３－３（東京都中央区
晴海１－８－12　晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟）

662 1.05

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海１－８－11 639 1.01

朝日生命保険相互会社（常任代
理人　資産管理サービス信託銀行
株式会社）

東京都千代田区大手町２－６－１（東京都中央区
晴海１－８－12　晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟）

600 0.95

計 ― 37,982 60.29

(注) １　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベ

ストメンツ株式会社信託口）の持株数1,153千株は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式をそ

の全額出資子会社であるCMTBエクイティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、中央三井アセッ

ト信託銀行株式会社に信託されたうえで、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託されたもの

であり、その議決権の行使の指図権はCMTBエクイティインベストメンツ株式会社に留保されております。

２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（中央三井信託銀行退職給付信託口）の持株数1,000千株は、中

央三井信託銀行株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権は中央

三井信託銀行株式会社に留保されております。なお、中央三井信託銀行株式会社は、このほかに当社株式　　154

千株を所有しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  377,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)

普通株式
　　　　　　　　

　
62,156,000

62,156 同上

単元未満株式 普通株式　467,000 ― 同上

発行済株式総数 63,000,000― ―

総株主の議決権 ― 62,156 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式772株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
神奈川中央交通株式会社

神奈川県平塚市八重咲町
６番18号

377,000 ─ 377,000 0.60

計 ― 377,000 ─ 377,000 0.60

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円)           533          525          509          506    509   510

最低(円)           469          496          491          484  490 483

(注)　上記は東京証券取引所第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当第２四半期連結会計期間から、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改

正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,891 4,348

受取手形及び売掛金 6,605 7,324

商品及び製品 4,670 4,548

仕掛品 10 13

原材料及び貯蔵品 554 445

その他 4,717 4,255

貸倒引当金 △124 △183

流動資産合計 20,325 20,753

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 72,255 71,396

車両運搬具 33,464 32,738

土地 57,804 57,804

その他 14,493 11,092

減価償却累計額 △67,825 △65,050

有形固定資産合計 110,192 107,980

無形固定資産 769 796

投資その他の資産

投資有価証券 13,558 14,110

その他 4,047 4,211

貸倒引当金 △123 △116

投資その他の資産合計 17,482 18,205

固定資産合計 128,444 126,981

資産合計 148,769 147,735

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,641 7,781

短期借入金 32,663 32,028

未払法人税等 549 332

賞与引当金 2,169 1,992

その他 16,567 13,698

流動負債合計 59,591 55,833

固定負債

社債 7,059 8,764

長期借入金 29,514 32,796

退職給付引当金 8,843 9,169

役員退職慰労引当金 141 239

負ののれん 57 69

その他 17,193 14,963

固定負債合計 62,809 66,001

負債合計 122,400 121,835
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,160 3,160

資本剰余金 693 694

利益剰余金 18,127 17,264

自己株式 △223 △213

株主資本合計 21,758 20,905

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,139 2,511

繰延ヘッジ損益 128 183

評価・換算差額等合計 2,267 2,694

少数株主持分 2,343 2,300

純資産合計 26,368 25,900

負債純資産合計 148,769 147,735
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

一般旅客自動車運送事業営業収益 31,019

不動産事業売上高 2,210

その他の事業売上高 26,864

売上高合計 60,094

売上原価

一般旅客自動車運送事業運送費 27,474

不動産事業売上原価 975

その他の事業売上原価 20,769

売上原価合計 49,220

売上総利益 10,873

販売費及び一般管理費

販売費 ※１
 5,656

一般管理費 ※２
 2,821

販売費及び一般管理費合計 8,478

営業利益 2,395

営業外収益

受取配当金 114

その他 258

営業外収益合計 373

営業外費用

支払利息 644

その他 60

営業外費用合計 705

経常利益 2,063

特別利益

補助金収入 56

貸倒引当金戻入額 59

その他 6

特別利益合計 122

特別損失

固定資産除却損 141

たな卸資産評価損 118

その他 94

特別損失合計 354

税金等調整前四半期純利益 1,831

法人税、住民税及び事業税 466

法人税等調整額 284

法人税等合計 751

少数株主利益 59

四半期純利益 1,019
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

一般旅客自動車運送事業営業収益 15,172

不動産事業売上高 1,094

その他の事業売上高 13,752

売上高合計 30,019

売上原価

一般旅客自動車運送事業運送費 14,093

不動産事業売上原価 473

その他の事業売上原価 10,637

売上原価合計 25,204

売上総利益 4,815

販売費及び一般管理費

販売費 ※１
 2,813

一般管理費 ※２
 1,399

販売費及び一般管理費合計 4,212

営業利益 603

営業外収益

総合福祉団体定期保険金 33

その他 118

営業外収益合計 151

営業外費用

支払利息 323

その他 49

営業外費用合計 372

経常利益 382

特別利益

貸倒引当金戻入額 31

その他 5

特別利益合計 36

特別損失

固定資産除却損 93

その他 8

特別損失合計 101

税金等調整前四半期純利益 317

法人税、住民税及び事業税 74

法人税等調整額 78

法人税等合計 152

少数株主利益 69

四半期純利益 94
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,831

減価償却費 4,291

負ののれん償却額 △11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △326

賞与引当金の増減額（△は減少） 176

貸倒引当金の増減額（△は減少） △51

受取利息及び受取配当金 △129

支払利息 644

固定資産圧縮損 53

固定資産除売却損益（△は益） 115

売上債権の増減額（△は増加） 719

たな卸資産の増減額（△は増加） △203

仕入債務の増減額（△は減少） △140

未払消費税等の増減額（△は減少） 64

預り保証金の増減額（△は減少） 277

その他 439

小計 7,750

利息及び配当金の受取額 128

利息の支払額 △641

法人税等の支払額 △229

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,007

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △73

定期預金の払戻による収入 73

固定資産の取得による支出 △2,890

固定資産の売却による収入 193

投資有価証券の取得による支出 △85

投資有価証券の売却による収入 0

貸付けによる支出 △275

貸付金の回収による収入 511

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,545

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,103

リース債務の返済による支出 △517

長期借入金の返済による支出 △3,749

社債の償還による支出 △1,585

自己株式の売却による収入 4

自己株式の取得による支出 △15

配当金の支払額 △156

少数株主への配当金の支払額 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,919

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △457

現金及び現金同等物の期首残高 4,099

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,641
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

１．会計処理基準に関する

事項の変更

(1) 重要な資産の評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価方法については、従来、主として原価

法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、

主として原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）に変更しております。

　これにより、当期首時点で保有していたたな卸資産に係る簿価切下げ額118百万円

を特別損失として計上し、また、当第２四半期連結会計期間末時点で保有している

たな卸資産に係る簿価切下げ額６百万円を売上原価として計上しているため、税金

等調整前四半期純利益は125百万円減少しております。

　なお、セグメントに与える影響については（セグメント情報）に記載しておりま

す。

(2) リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19

年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期

連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結

会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ

ております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減

価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はござい

ません。

 

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　有形固定資産のうち機械装置について、平成20年度の法人税法の改正を契機として、耐用年数の見直しを行い、

第１四半期連結会計期間より、改正後の法人税法に基づいた耐用年数に変更しております。

　これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費の主要な費目

百万円

人件費 2,753

（うち賞与引当金繰入額） (263)

（うち退職給付引当金繰入額） (81)

 

※２　一般管理費の主要な費目

百万円

人件費 1,965

（うち賞与引当金繰入額） (201)

（うち退職給付引当金繰入額） (39)

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費の主要な費目

百万円

人件費 1,383

（うち賞与引当金繰入額） (144)

（うち退職給付引当金繰入額） (23)

 

※２　一般管理費の主要な費目

百万円

人件費 971

（うち賞与引当金繰入額） (76)

（うち退職給付引当金繰入額） (14)

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

百万円

現金及び預金 3,891

預入期間が３か月超の定期預金 △249

現金及び現金同等物 3,641
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 63,000,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 377,772

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 156 2.50平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年10月28日
取締役会

普通株式 156 2.50平成20年９月30日 平成20年11月21日 利益剰余金

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

一般旅客

自動車

運送事業

(百万円)

不動産

事業

(百万円)

自動車

販売事業

(百万円)

レジャー・

スポーツ

事業

(百万円)

流通事業

(百万円)

その他の

事業

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
15,1721,0945,7092,6871,1534,20230,019 ― 30,019

　(2) セグメント間

　　　の内部売上高

　　　又は振替高

63 1 925 13 2,269 682 3,955(3,955)―

計 15,2361,0956,6342,7013,4224,88533,975(3,955)30,019

営業利益

又は営業損失(△)
△402 442 92 91 85 339 649 (   46)603

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

一般旅客

自動車

運送事業

(百万円)

不動産

事業

(百万円)

自動車

販売事業

(百万円)

レジャー・

スポーツ

事業

(百万円)

流通事業

(百万円)

その他の

事業

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
31,0192,21010,8485,3232,3288,36360,094 ― 60,094

　(2) セグメント間

　　　の内部売上高

　　　又は振替高

125 5 1,563 24 3,7841,2796,782(6,782)―

計 31,1452,21512,4125,3486,1129,64366,876(6,782)60,094

営業利益

又は営業損失(△)
612 878 △9 167 138 670 2,458(   62)2,395

(注) １　事業区分は、事業の系列及び市場の類似性等を考慮して区分しております。

２　各事業の主な内容　

(1) 一般旅客自動車運送事業…………乗合業、貸切業、乗用業

(2) 不動産事業　　　　　　…………分譲業、賃貸業

(3) 自動車販売事業

(4) レジャー・スポーツ事業…………遊技場業、ゴルフ場業、スポーツ施設業、温浴業

(5) 流通事業　　　　　　　…………石油製品等販売業、物品販売業

(6) その他の事業　　　　　…………飲食・娯楽業、ホテル業、金融業等

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間より、通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価方法について、主として原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場

合と比較して、当第２四半期連結累計期間の「不動産事業」の営業利益は、６百万円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

　当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）については、海外連結会社等がないため該当事項はありま

せん。

　

【海外売上高】

　当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）については、海外売上高がないため該当事項はありませ

ん。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 383円66銭　 １株当たり純資産額 376円73銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 26,368 25,900

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

2,343 2,300

（うち少数株主持分） (2,343) (2,300)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
（連結会計年度末）の純資産額（百万円）

24,025 23,599

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末（連結会計年度末）
の普通株式の数（千株）

62,622 62,643

　

２．１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　　　　　　　　　　　　　　　　    至　平成20年
９月30日）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日　　　　　　　　　　　　　　　　    至　平成20年

９月30日）

１株当たり四半期純利益　    16円28銭
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

１株当たり四半期純利益    　１円51銭
 
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

　
(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期純利益金額（百万円） 1,019 94

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,019 94

普通株式の期中平均株式数(千株) 62,631 62,626
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(重要な後発事象)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

（自己株式の取得）

　当社は、平成20年10月28日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

(1)自己株式の取得を行う理由

　 経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式を取得するものであります。　

(2)取得の内容
　 ①取得の方法　　　　　　市場買付
　 ②取得する株式の種類　　当社普通株式
　 ③取得する株式の総数　　500,000株（上限）
　　　　　　　　　　　　　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.80％）
   ④株式の取得価額の総額　300,000,000円（上限）
　 ⑤取得期間　　　　　　　平成20年10月29日から平成21年３月31日まで
 

　

２【その他】

第135期中間配当に係る取締役会の決議は、次のとおりであります。

　　（イ）決議年月日　　　　　　　　平成20年10月28日

　　（ロ）中間配当金の総額　　　　　156,555,570円

　　（ハ）１株当たりの配当金額　　　２円50銭

　　（ニ）中間配当金支払開始日　　　平成20年11月21日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月11日

神奈川中央交通株式会社

取 締 役 会 御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　渋　　谷　　道　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　中　　宏　　和　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　狩　　野　　茂　　行　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神奈

川中央交通株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神奈川中央交通株式会社及び連結子会社の平

成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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